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卒業式を終えて、喜びをわかち合う生徒たち



予
算
審
議

議
員
発
議

議
案
否
決

世
羅
町
非
常
勤
特
別
職

の
報
酬
の
額
を
減
額
し
、

ま
た
新
し
い
職
種
の
設
置

に
伴
う
報
酬
額
を
定
め
る

議
案
を
賛
成
少
数
（
８
対

13
）
で
否
決
し
た
。

賛
成
の
主
な
意
見

○
厳
し
い
財
政
に
あ
っ

て
、
み
ん
な
で
減
額
負
担

を
し
、
町
民
一
丸
と
な
っ

て
町
づ
く
り
を
進
め
て
い

く
こ
と
が
望
ま
し
い

反
対
の
主
な
意
見

○
役
柄
に
よ
っ
て
は
、
執

行
部
か
ら
行
政
サ
ー
ビ
ス

の
た
め
に
、
お
願
い
し
て

い
る
方
も
あ
る
、
職
務
内

容
に
関
係
な
く
一
律
カ
ッ

ト
は
疑
問
で
あ
る
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３月定例会
３月定例会は、３月３日から30日までの会期で開会。定例会では、
63議案を審議し、１議案を否決、議会から３議案を提出。Ｈ18年度世
羅町一般会計は一部修正し付帯決議を付して賛成多数で可決・同意。そ
の他６つの特別会計と２つの企業会計は原案どおりいずれも賛成多数で
可決・同意する。

○
18
万
円
前
後
の
報
酬
が

５
％
カ
ッ
ト
さ
れ
て
い

る
。
こ
れ
は
、
課
長
級
の

カ
ッ
ト
率
に
匹
敵
す
る
。

○
職
員
カ
ッ
ト
に
つ
い
て

は
、
期
間
を
１
年
と
明
記

し
て
あ
る
が
、
非
常
勤
特

別
職
の
場
合
は
明
記
し
て

な
い条

例
中
、
本
会
議
の
費

用
弁
償
も
支
給
さ
れ
る
よ

う
な
表
現
が
あ
っ
た
た

め
、
現
状
に
合
わ
せ
て
支

給
し
な
い
よ
う
表
現
を
改

め
ま
し
た
。

Ｈ
18
年
度
の
議
員
報
酬

を
、
左
記
の
よ
う
に
削
減

し
ま
し
た
。
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２
０
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円

Ｈ
18
年
度
よ
り
「
福
祉

事
務
所
」
が
県
か
ら
移

譲
。県

か
ら
専
門
の
派
遣
職

員
を
招
き
、
４
月
よ
り
福

祉
セ
ン
タ
ー
内
に
福
祉
事

務
所
が
開
設
。

事
業
費約

２
億
５
千
万
円

国
・
県
支
出
金

約
１
億
８
千
万
円

一
般
会
計

約
７
千
万
円

主な内容
総務費：旧世羅町庁舎解体費などが不要になった
民生費：Ｈ18年より福祉事務所設置するため増額
衛生費：世羅中央病院組合負担金を昨年を参考に増額した
農林水産費：農業公園事業が完了したため減額
消防費：Ｈ18年度より常備消防世羅西出張所を建設

整備するため増額

平
成
18
年
度
一
般
会
計
予
算
決
ま
る

厳
し
い
財
政
、

建
設
事
業
費
５
億
円
を

減
額
し
て
臨
む

修正可決！
デマンド交通・ケーブルテレビ事業始動

非
常
勤
特
別
職
の
報
酬

減
額
議
案
否
決

議
員
の
費
用
弁
償
条

例
修
正

議
員
報
酬
を
削
減

福
祉
事
務
所
設
置
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歳　　　入　　　115億円（億円未満四捨五入）
町　　　税 18億円 15.5％ 町民税など私たちが直接納めるお金
繰入金ほか 11億円 9.8％ 町の基金を取り崩したお金
地方交付税 49億円 42.2％ 市町村の均衡を図るため国が交付するお金
国・県支出金 16億円 14.1％ 国・県が使用目的を特定し交付するお金
町　　　債 14億円 12.5％ 特定の事業のため町が借入れるお金　
地方譲与税ほか ７億円 6.5％ 地方消費税一部交付金や分担金・使用料収入

歳　　　出　　　115億円（億円未満四捨五入）
公　債　費 25億円 21.5％ 町の借入金の返済に使うお金
人　件　費 22億円 19.3％ 給料・報酬に使うお金
補助金など 17億円 15.2％ 各種団体に負担金・補助金として支出するお金
物　件　費 15億円 13.5％ 業務委託・消耗品・備品購入などに使うお金
繰　出　金 13億円 11.3％ 特別会計などに支出するお金
建設事業費 12億円 10.8％ 建設事業に使うお金
予備費ほか 1億円 0.9％ 予備費

Ｈ
18
年
10
月
の
運
用
開

始
に
向
け
て
、
三
原
市
が
事

業
主
体
と
な
っ
て
整
備
を
す

す
め
る
。

建
設
工
事
費（
町
負
担
分
）

約
１
億
４
千
３
百
万
円

Ｈ
17
年
度

約
６
千
万
円

Ｈ
18
年
度

約
８
千
３
百
万
円

い
よ
い
よ
今
年
８
月
末(

予

定
）
か
ら
運
用
開
始
に
な
り
、

こ
の
事
業
は
昨
年
か
ら
関
係

団
体
の
間
で
協
議
が
進
め
ら

れ
て
き
た
経
過
が
あ
る
。

補
助
金

約
４
千
万
円

運
行
後
、
タ
ク
シ
ー
乗
車

券
・
福
祉
バ
ス
な
ど
が
廃
止

さ
れ
る
予
定

昨
年
の
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査

を
受
け
、
Ｈ
18
年
度
に
ケ
ー

ブ
ル
テ
レ
ビ
会
社
を
選
定

し
、
サ
ー
ビ
ス
内
容
な
ど
を

協
議
、
住
民
説
明
を
行
う
。

設
計
委
託
料５

千
９
百
万
円

ケ
ー
ブ
ル
配
線
工
事
は
、

Ｈ
19
年
か
ら
21
年
ま
で
の

３
年
間
で
行
い
、
ア
ナ
ロ
グ

放
送
廃
止
ま
で
に
完
了
予
定

関
連
記
事
６
ペ
ー
ジ
に
つ
づ
く

合
併
時
か
ら
の
懸
案
で
あ

っ
た
中
学
校
通
学
助
成
制
度

が
、
住
民
の
意
見
・
議
会
・

財
政
面
な
ど
を
考
慮
し
、
新

た
に
提
案
さ
れ
、
全
員
賛

成
で
可
決
・
同
意
す
る
。

平成18年度予算審査付帯決議
１．地方交付税をはじめ、地方への税源移譲の確保に努められその他収入については、新制度の活
用や未利用公有財産分など、積極的に財源確保を図ること

２．幼稚園誘致、保育所再編整備は住民に対する説明責任を果たし、慎重に進めること
３．予算執行については、事務事業の効率化、経費の節減及び執行者・行政職員の意識改革を進め、
住民の福祉、教育の後退を招かないように執行されたい

４．平成18年度予算の審議の過程において指摘した事項については、今後の行政執行に反映されたい

福祉事務所設置に２億５千万円
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